予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款:農林水産費　項:農地費　目:団体営土地改良事業費
	事業名　多面的機能支払推進費（国庫分）
　　　　多面的機能支払推進費（県単分）

　　　　多面的機能支払推進交付金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　農政部 農村振興課 　農村支援係　電話番号：058-272-1111（内3157）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　44,678千円（前年度予算額：2,689千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,689
	2,020
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	669

	要求額
	44,678
	44,005
	0
	0
	0
	0
	4
	0
	669

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
多面的機能支払交付金の実施にあたっては、活動の趣旨の徹底、明確かつ合理的、客観的基準に基づく要件並びに対象活動の確認などが行われることが重要であることから、活動の定着に向けて、県、市町村、地域協議会が一体となって活動組織の支援や確認検査などを行う。
（２）事業内容
○多面的機能支払推進費（国費分）　

　　　多面的機能支払交付金事業の実施に伴い、第三者委員会の運営など事業推進事務を実施。

○多面的機能支払推進費（県単分）

　　　多面的機能支払交付金事業を円滑に進めるための県の指導事務経費。

○多面的機能支払推進交付金

　　　多面的機能支払交付金事業を円滑かつ適正に進めるための協議会及び市町村の検査・指導経費。
（３）県負担・補助率の考え方

　　国：県：市町村＝2:1:1の割合で負担。
（４）類似事業の有無　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報酬
	168
	第三者委員会報償費

	賃金
	874
	第3種雇員

	共済費
	141
	第3種雇員

	旅費
	826
	現地指導、抽出検査に伴う出張旅費

	需用費
	119
	印刷製本費、消耗品費

	役務費
	10
	通信運搬費

	使用料
	20
	会場使用料

	補助金
	42,520
	国補　協議会活動及び市町村の検査・指導経費。

	その他
	0
	

	合計
	44,678
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
農地・水保全管理支払交付金（旧事業名）の共同活動については、ぎふ農業・農村基本計画で「農地や農村の環境保全向上活動に集落で取り組む協定面積」を指標に掲げ平成27年度の目標を24,000haに設定。
（２）後年度の財政負担
地域ぐるみでの保全管理活動が地域に定着し、将来にわたり資源が適切に保全管理されるよう５年間継続して事業を実施。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　農地や農村の環境保全活動に地域ぐるみで取り組む組織を支援し、活動を行う協定面積を増やすことで、農地・農業用水施設等の資源を適正な状態で維持していける体制を整えます。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	農地や農村の環境保全向上活動に集落で取り組む協定面積

(ぎふ農業・農村基本計画)
	0
ha

（H18）
	21,924
ha

（H23）
	23,486
ha

（H24）
	23,779
ha

（H25）
	24,000
ha

（H27）
	99.1%



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

農地維持支払：地域が一体となって、農地・用水路・排水路・農道などの生産資源や農村環境を守っていく活動を支援。３７市町村、５８２組織

資源向上支払：水路・道路等の長寿命化に資する活動を支援。２８市町村、４００組織


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・将来にわたり農地・水路等の資源を適切に保全管理
・県民共通の資源を地域共同の取組として保全管理
・地域コミュニティの再生による地域の自立
・機能診断を通じた補修など施設の長寿命化に資する取組を誘導し、ライフサイクルコストを低減
・生態系･景観保全などの取組を誘導し、県民の期待(豊で美しい農村）に応える

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域の農業者だけでなく、地域住民なども含めた多様な主体の参画を得て、農地・農業用水等の資源の適切な保全管理をおこなっており、農村環境の保全にも役立つ地域ぐるみでの効果の高い取り組みとなっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	多面的活動に取り組むことで、地域のまとまりや人と人とのつながりが強まっており、農地・水路を保全する活動に対する意識の定着が図られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	農地水保全管理支払から多面的機能支払への制度変更に伴うと続きについては、必要最小限の手続きで済むように効率化が図られ、従来の活動に取り組む組織はスムーズに新制度へ移行している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成24年度にスタートした農地水2期対策は、平成26年度に多面的機能支払制度に変更され、更に平成27年度の法制化に向け検討が進められているところ。短期間の制度変更に市町村及び組織が対応できるかが課題。早めの情報収集と周知が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

地域ぐるみでの保全管理活動が地域に定着し、将来にわたり資源が適切に保全管理されるよう５年間継続して事業を実施する。



